
図表1　信用保証制度の全体像
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経済産業省は、ことし３月15日から、保証料上乗せにより
経営者保証の提供を不要とする信用保証制度の申込受付を
開始しました。そのあらましと活用のポイントを解説します。

信用保証協会中小企業等金融機関

③融資

④返済

①保証申込み

③信用保証料
支払い

⑥弁済

②保証承諾

⑤代位弁済

企業実務　2024． 9企業実務　2024． 933 32

　
　
信
用
保
証
制
度

　
　
と
は

⑴
　
信
用
保
証
制
度
の
仕
組
み

　
信
用
保
証
制
度
と
は
、
大
企
業
と
比

べ
て
信
用
面
で
劣
る
中
小
企
業
や
ス
タ

ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
た
め
に
、
公
的
機

関
で
あ
る
信
用
保
証
協
会
が
保
証
人
と

な
る
こ
と
で
、
融
資
を
受
け
や
す
く
す

る
制
度
で
、
中
小
企
業
の
約
４
割
が
利

用
し
て
い
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
企
業
は
、
保
証
の
対
価
と
し
て
、
信

用
保
証
協
会
へ
信
用
保
証
料
を
支
払

い
、
融
資
を
受
け
た
後
は
返
済
を
進
め

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
返
済
が
滞
っ
た

場
合
、
信
用
保
証
協
会
は
未
払
い
分
を

肩
代
わ
り
し
、
企
業
に
代
位
弁
済
請
求

を
行
な
い
ま
す
（
図
表
１
）。

　
た
だ
し
、
代
位
弁
済
に
よ
り
信
用
保

証
協
会
が
肩
代
わ
り
す
る
割
合
は
80
％

で
、
残
り
の
20
％
は
金
融
機
関
が
責
任

を
負
う
の
が
基
本
で
す
。

　
そ
の
た
め
、
金
融
機
関
は
回
収
不
能

リ
ス
ク
を
小
さ
く
す
る
た
め
に
、「
経

営
者
保
証
」
に
よ
り
経
営
者
自
ら
に
連

帯
保
証
人
と
な
っ
て
も
ら
う
こ
と
で
信

用
力
の
補
完
を
す
る
と
い
う
こ
と
が
行

な
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

⑵
　
経
営
者
保
証
の
弊
害

　
経
営
者
保
証
は
、
金
融
機
関
の
リ
ス

ク
を
低
減
さ
せ
ま
す
が
、
次
の
よ
う
な

弊
害
を
生
じ
さ
せ
ま
す
。

①

　企
業
成
長
の
阻
害
要
因

　
経
営
者
個
人
の
資
産
が
差
し
押
さ
え

ら
れ
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
、
新
規
事

業
へ
の
投
資
や
、
リ
ス
ク
を
伴
う
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

②

　事
業
承
継
へ
の
支
障

　
事
業
承
継
に
よ
る
後
継
者
は
、
経
営

者
保
証
の
義
務
も
引
き
継
ぎ
ま
す
。
次

世
代
に
リ
ス
ク
を
背
負
わ
せ
る
こ
と

は
、
経
営
権
の
移
譲
や
新
し
い
人
材
の

確
保
を
阻
害
す
る
要
因
と
な
り
ま
す
。

③

　金
融
機
関
の
リ
ス
ク
管
理
の
複
雑
化

　
経
営
者
保
証
が
提
供
さ
れ
る
と
、
金

融
機
関
は
、
企
業
の
財
務
状
況
だ
け
で

な
く
、
経
営
者
個
人
の
財
務
状
況
も
評

価
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た

め
、
審
査
が
複
雑
化
し
、
時
間
と
コ
ス

ト
が
か
か
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
ま
た
、
経
営
者
保
証
が
あ
る
と
、
金

融
機
関
は
経
営
者
保
証
に
依
存
し
、
企

業
の
本
質
的
な
信
用
力
を
軽
視
し
や
す

く
な
り
ま
す
。

　
　
制
度
見
直
し
の

　
　
ポ
イ
ン
ト

⑴
　
制
度
見
直
し
の
経
緯

　
経
営
者
保
証
の
弊
害
を
軽
減
す
る
た

め
に
は
、
経
営
者
保
証
に
依
存
し
な
い

融
資
制
度
の
普
及
や
、
信
用
保
証
協
会

な
ど
第
三
者
機
関
に
よ
る
保
証
制
度
の

充
実
が
急
務
と
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　
以
前
よ
り
経
営
者
保
証
の
必
要
性
を

見
直
し
、
保
証
に
依
存
し
な
い
融
資
の

普
及
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
に
、
全

国
銀
行
協
会
と
日
本
商
工
会
議
所
が

「
経
営
者
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
」
を
策
定
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
は
法
的
拘
束

力
は
な
く
、
経
営
者
保
証
を
解
除
す
る
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か
の
判
断
は
金
融
機
関
に
委
ね
ら
れ
て

い
ま
す
が
、
中
小
企
業
の
経
営
者
保
証

に
関
す
る
自
主
的
自
律
的
な
ル
ー
ル
と

し
て
、
自
発
的
に
遵
守
す
る
こ
と
が
求

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が

定
め
る
保
証
解
除
の
た
め
の
３
要
件

（
①
法
人
・
個
人
の
資
産
分
離
、
②
財

務
基
盤
の
強
化
、
③
経
営
の
透
明
性
確

保
）
を
満
た
す
こ
と
で
、
経
営
者
保
証

を
見
直
す
こ
と
が
で
き
る
可
能
性
が
あ

り
、
実
際
に
金
融
庁
や
中
小
企
業
庁
が

公
表
す
る
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
活
用
実
績
に
よ
れ
ば
、
新
規
融
資
に

占
め
る
経
営
者
保
証
な
し
の
融
資
の
割

合
は
２
０
１
７
年
度
の
16
％
か
ら
２
０

２
２
年
度
に
は
34
％
に
ま
で
増
加
し
て

い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
策

定
は
、
従
来
の
経
営
者
保
証
の
在
り
方

を
見
直
す
契
機
と
な
り
ま
し
た
が
、
十

分
に
周
知
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
や
要
件

を
す
べ
て
充
足
す
る
こ
と
が
容
易
で
は

な
い
こ
と
か
ら
、
信
用
保
証
付
融
資
の

約
７
割
に
依
然
と
し
て
経
営
者
保
証
を

徴
求
し
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
し
た
。

そ
の
た
め
、
さ
ら
に
要
件
を
緩
和
し
、

経
営
者
保
証
の
機
能
を
代
替
す
る
た
め

に
上
乗
せ
保
証
料
を
求
め
る
新
た
な
制

度
が
創
設
さ
れ
、
こ
と
し
３
月
15
日
か

ら
保
証
申
込
み
の
受
付
が
開
始
さ
れ
ま

し
た
。

⑵�

　
新
た
に
創
設
さ
れ
た
３
つ
の
制
度

①�

　事
業
者
選
択
型
経
営
者
保
証
非
提

供
制
度
（
横
断
的
制
度
）

　
金
融
機
関
か
ら
信
用
保
証
付
融
資
を

受
け
る
際
に
、
通
常
の
保
証
料
に
加
え

て
上
乗
せ
保
証
料
を
支
払
う
こ
と
で
、

経
営
者
保
証
を
付
け
な
い
融
資
を
受
け

る
こ
と
を
事
業
者
側
が
選
択
で
き
る
制

度
が
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
要
件

の
一
部
を
満
た
さ
な
い
事
業
者
を
対
象

に
、
一
定
の
経
営
規
律
が
確
保
さ
れ
て

い
れ
ば
、
上
乗
せ
保
証
料
を
支
払
う
こ

と
で
経
営
者
保
証
を
付
け
な
い
融
資
を

受
け
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
一
定
の
経
営
規
律
が
不
十
分

で
あ
っ
て
も
、
経
営
規
律
の
確
保
に
取

り
組
む
こ
と
で
、
経
営
者
保
証
の
解
除

を
選
択
で
き
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

　
経
営
規
律
は
要
件
と
し
て
定
量
的
に

示
さ
れ
て
お
り
、
経
営
者
保
証
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
よ
り
も
緩
和
さ
れ
た
も
の
と
な

っ
て
い
ま
す
（
図
表
２
）。

②�

　事
業
者
選
択
型
経
営
者
保
証
非
提

供
促
進
特
別
保
証
制
度
（
国
補
助
制

度
）

　
前
述
①
の
上
乗
せ
保
証
料
は
、
そ
の

対
象
要
件
の
充
足
の
程
度
に
応
じ
て

０
・
25
％
も
し
く
は
０
・
45
％
と
定
め

ら
れ
て
い
ま
す
が
、
当
面
３
年
間
は
、

上
乗
せ
保
証
料
率
の
一
部
に
つ
い
て
国

か
ら
補
助
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。

　
保
証
申
込
年
に
よ
っ
て
補
助
率
が
変

わ
り
ま
す
が
、
新
制
度
の
活
用
促
進
を

目
的
に
時
限
措
置
と
し
て
創
設
さ
れ
ま

し
た
（
次
㌻
図
表
３
）。

③�

　プ
ロ
パ
ー
融
資
借
換
特
別
保
証
制

度
　
経
営
者
保
証
が
付
さ
れ
た
融
資
に

は
、
信
用
保
証
協
会
の
保
証
付
融
資
と

保
証
が
付
さ
れ
て
い
な
い
融
資
（
プ
ロ

パ
ー
融
資
）
が
あ
り
ま
す
。

　
プ
ロ
パ
ー
融
資
か
ら
信
用
保
証
協
会

の
保
証
付
融
資
へ
借
換
す
る
こ
と
は
原

則
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
経
営
者
保

証
に
依
拠
し
な
い
融
資
慣
行
を
確
立
す

る
観
点
か
ら
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す

図表２　事業者選択型経営者保証非提供制度の内容

法人の設立後最初の事業年度（設立事業年度）の決算
がない法人の場合、①、②および③は問わない
設立事業年度の次の事業年度の決算がない法人の場
合③は問わない

決算書等とは、原則として貸借対照表および損益計算
書をいうが、必要に応じて試算表や資金繰り表等も含む

代表者には代表権を持つ者のほか、代表者に準ずる者
も含む
貸付金等には貸付金以外の金銭債権（仮払金・未収入
金等）も含み、少額のものや事業の実施に必要なものは
除く

「債務超過ではない」とは、貸借対照表において「純資産
の額≧０」となることをいう
「減価償却前経常利益が赤字ではない」とは、損益計算
書において「経常利益＋減価償却費≧０」となることをいう

　
経営者保証を不要にできる既存の保証制度等について
は、本制度によらず、引き続き従前の取扱いが可能となる

　

法人の設立後2事業年度の決算がない場合は、各信用
保証協会所定の保証料率に０.45％上乗せされる

次の要件のすべてを満たす法人

①過去2年間、決算書等を申込み金融機関
　の求めに応じて提出していること

②直前決算において、代表者への貸付金等
　その他の金銭債権がなく、かつ代表者へ
　の役員報酬、配当、その他金銭の支払い
　が社会通念上相当と認められる額を超え
　ていないこと

③次のいずれかを満たすこと
　(1)直近の決算において債務超過ではない
　(2)直近２期の決算において、減価償却前
　　経常利益が連続して赤字ではない

④上記①および②については、継続的に充足
　することを誓約する書面を提出していること

⑤保証料率の引上げを条件として保証人の
　保証を提供しないことを希望していること

対象要件③のいずれも満たす場合
　各信用保証協会所定の保証料率に
　0.25％上乗せ

対象要件③のいずれか一方を満たす場合
　各信用保証協会所定の保証料率に
　０.45％上乗せ

対象
要件

保証
料率

補足内容
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場
合
は
、
こ
と
し
３
月
15
日
か
ら
２
０

２
７
年
３
月
31
日
ま
で
に
限
り
、
プ
ロ

パ
ー
融
資
か
ら
前
述
①
の
経
営
者
保
証

を
提
供
し
な
い
融
資
へ
の
借
換
え
が
可

能
と
な
り
ま
し
た
（
図
表
４
）。

　
　
実
務
上
の

　
　
留
意
点

⑴
　
財
務
健
全
性
の
向
上

　
新
制
度
に
よ
り
経
営
者
保
証
に
関
す

る
要
件
は
緩
和
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
正

確
か
つ
透
明
性
の
高
い
財
務
諸
表
の
作

成
は
必
要
で
す
。

　
資
産
の
所
有
や
お
金
の
や
り
取
り
に

関
し
て
、
法
人
と
経
営
者
を
明
確
に
分

離
す
る
と
と
も
に
、
決
算
書
類
等
の
信

頼
性
を
高
め
る
た
め
に
、
定
期
的
に
内

部
監
査
や
外
部
監
査
を
受
け
る
こ
と
も

推
奨
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
コ
ス
ト
削
減
、
収
益
性
の
向

上
、
負
債
比
率
の
厳
格
な
管
理
を
徹
底

す
る
こ
と
は
、
主
要
な
財
務
指
標
の
改

善
に
結
び
つ
き
、
財
務
基
盤
の
強
化
に

も
繋
が
り
ま
す
。

⑵
　
金
融
機
関
と
の
調
整

　
金
融
機
関
は
、
融
資
リ
ス
ク
を
担
保

す
る
た
め
に
経
営
者
保
証
を
求
め
て
い

る
の
で
、
こ
れ
を
外
す
た
め
に
は
、
担

当
者
へ
の
十
分
な
説
明
と
説
得
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

　
単
に
要
件
を
満
た
す
だ
け
で
な
く
、

企
業
の
財
務
状
況
や
将
来
の
事
業
計

画
、
収
益
見
通
し
な
ど
に
つ
い
て
説
明

を
し
て
、
融
資
の
安
全
性
に
つ
い
て
根

拠
を
示
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
金
融
機
関
が
経
営
者
保
証
を

求
め
る
場
合
に
は
、
経
営
者
保
証
の
金

額
的
な
根
拠
を
も
っ
て
示
す
も
の
と
さ

れ
て
い
る
の
で
、
必
要
が
な
い
部
分
に

ま
で
経
営
者
保
証
を
と
ら
れ
て
い
な
い

か
を
確
認
す
る
こ
と
も
肝
要
で
す
。

⑶
　
リ
ス
ク
管
理
策
の
検
討

　
経
営
者
保
証
を
外
し
た
後
も
、
企
業

の
財
務
状
況
や
将
来
の
リ
ス
ク
を
管
理

す
る
た
め
の
戦
略
を
検
討
す
る
こ
と
が

重
要
で
す
。
こ
れ
に
は
、
財
務
状
況
の

定
期
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
リ
ス
ク
管

理
方
針
の
策
定
が
含
ま
れ
ま
す
。

　
財
務
状
況
や
経
営
戦
略
に
つ
い
て
、

金
融
機
関
に
定
期
的
に
報
告
し
、
情
報

を
共
有
し
ま
し
ょ
う
。

⑷�

　
経
営
者
保
証
の
解
除
は
あ
く
ま
で

手
段

　
経
営
者
保
証
を
外
す
こ
と
に
よ
り
、

経
営
者
は
個
人
リ
ス
ク
か
ら
解
放
さ
れ

て
、
企
業
の
成
長
と
健
全
な
発
展
に
向

け
た
積
極
的
な
経
営
判
断
が
可
能
と
な

り
ま
す
。

　
経
営
者
保
証
の
解
除
は
手
段
と
捉
え

て
、
そ
の
先
の
企
業
の
成
長
と
発
展
に

意
識
を
向
け
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
●▲

き
む
ら

　と
も
ひ
ろ　

チ
ェ
ン
ジ
チ
ェ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
合
同
会
社 

代
表
社
員
。公
認
会
計
士
・
税

理
士
。
複
雑
な
経
理
・
税
務
の
解
説
記
事
を
中
心
に
、様
々
な
メ
デ
ィ
ア
で
幅
広
く
執
筆
活
動
を
行
な
う
。

図表３　事業者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度の補助率

図表４　プロパー融資借換特別保証制度の内容

※条件変更に伴い追加して生じる保証料については補助の対象外

補助適用後

0.10%

0.30%

0.15%

0.35%

0.20%

0.40%

国からの補助

△0.15%

△0.10%

△0.05%

上乗せ保証料

0.25%

0.45%

0.25%

0.45%

0.25%

0.45%

保証申込日

2024年3月15日から2025年3月31日まで

2025年4月1日から2026年3月31日まで

2026年4月1日から2027年3月31日まで

申込み金融機関から経営者保証を提供した
プロパー融資を受けており、かつ、次の①から
④までに定めるすべての要件を満たす法人で
ある中小企業者

①資産超過であること

②EBITDA有利子負債倍率が15倍以内である
こと

③法人・個人が分離されていること

④返済緩和している借入金がないこと

2億8,000万円（組合等は4億8,000万円）

202４年3月15日～2027年3月31日（保証申込
受付分）

0.45％～1.90％

対象要件

保証限度額

取扱期間

保証料率

①から③までについては、信用保証協
会への申込日の直前の決算によるもの
とし、④ については、信用保証協会へ
の申込日に満たしていることを要する

ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率＝（借入
金・社債－現預金）÷（営業利益＋減
価償却費）

　
申込日が危機関連保証の指定期間で
ある場合、新型コロナウイルス感染症
に係る経営安定関連保証４号の指定
期間である場合は、要件の確認基準日
について緩和措置がある

申込金融機関における保証限度額は、
保証協会の保証を付さない借入（プロ
パー融資）のうち、経営者保証を提供
していない借入残高の範囲内とする

補足内容


